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バイオマスとは

国有林内
保安林

692万ha

2出典）農林水産省資料 https://www.maff.go.jp/j/shokusan/biomass/attach/pdf/index-110.pdf



優先
順位 処理方法 各種手法

（食品リサイクル法）
１ 発生抑制（リデュース）
２ 再利用（リユース）

３ 再生利用（リサイクル）

飼料化、
肥料化、
キノコ菌床、
メタン化
その他（エタノール
化、油脂等）
※この中での優先
順位は無し

４ 熱回収（サーマルリカバリー） 焼却（廃棄物発電）
５ 適正処分 焼却（単純焼却）

≪循環型社会形成推進基本法≫ ≪食品リサイクル法≫

優先
順位 再生利用方法

１ 飼料化
２ 肥料化
３ キノコ菌床

４ メタン等

優先
順位 方法

１ 発生抑制
２ 再生利用
３ 熱回収
４ 減量

出典）両法律・基本指針等を参考に構成員において作成

処理方法の優先順位
• 循環型社会形成推進基本法では、処理方法の優先順位は定められているが、再生
利用（リサイクル）の手法の優先順位は定められていない。

• 一方、食品リサイクル法においては、再生利用（リサイクル）方法の優先順位が
定められている。

3



出典）総合エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネット
ワーク小委員会(第25回) https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/025.html

2030年度エネルギーミックスに占める
バイオマス発電の導入目標と進捗状況
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2030年度エネルギーミックスに占めるバイオマス発電の進捗状況

国有林内
保安林

692万ha

（出典）総合エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネット
ワーク小委員会（第31回）資料 https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/031_02_00.pdf

メタン発酵ガス、一般廃棄物・その他バイオマス区分の
足元での達成率は芳しいとは言えない
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バイオマス発電（由来ごと）の導入状況

出典）農林水産省資料 https://www.maff.go.jp/j/shokusan/biomass/attach/pdf/index-110.pdf 6



バイオマス活用推進基本計画関連



バイオマス活用推進基本計画（平成28年9月）の概要

国有林内
保安林

692万ha
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• バイオマス基本法に基づき政府がバイオマス活用推進基本計画を定めている

• バイオマスの各段階における利用技術をシステムとして体系化すること等によ
りバイオマスを種類ごとの特性に応じて最大限活用する利用体系の確立を推進
すること、エネルギー安全保障の強化等に資する再生可能エネルギーとしてバ
イオマスのエネルギー源としての利用を促進することが定められている

• また、前基本計画において、①バイオマスの利用拡大、②市町村や都道府県の
バイオマス活用推進計画の策定、③バイオマス産業の規模について目標を定め
たものの、いずれも未達成

• 前基本計画における数値をそのまま2025 年（平成 37 年）の目標として引き
継ぐことが規定されている

出典）バイオマス活用推進基本計画（平成28年9月）https://www.maff.go.jp/j/shokusan/biomass/attach/pdf/index-4.pdfを基に構成員において作成



バイオマス活用推進基本計画に定められた目標

国有林内
保安林

692万ha
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バイオマスの種類
年間発生量（万トン）
※平成28年３月時点でとりま

とめの量

利用率
※平成28年３月時点でとりま

とめの利用率
2025年の目標

廃棄物系

家畜排せつ物 8,100 87% 90%
下水汚泥 7,800 63％ 85%
黒液 1,300 100% 100%
紙 2,700 81% 85%
食品廃棄物 1,700 24% 40%
製材工場等残材 640 97% 97%
建設発生木材 500 94% 95%

未利用系
農作物非食用部
（すき込みを除く） 1,300 32% 45%

林地残材 800 9% 30％以上

●バイオマスの利用拡大についての2025年目標

出典）バイオマス活用推進基本計画（平成28年9月）https://www.maff.go.jp/j/shokusan/biomass/attach/pdf/index-4.pdfを基に構成員において作成



廃棄物処理法関連



循環型社会を形成するための法体系

国有林内
保安林

692万ha

出典）環境省資料 https://www.maff.go.jp/j/shokusan/biomass/attach/pdf/index-110.pdf 11



廃掃法の制定

国有林内
保安林

692万ha

• 高度経済成長に伴うごみの急速な増加・多様化を背景に１９７０年に清掃法
を改正し廃掃法制定

• 廃棄物を「産業廃棄物」と「一般廃棄物」の２つに区分
• これ以降抜本的な改正は行われておらず、現在まで一廃産廃の区分は継続
• 個別リサイクル法で個別に循環政策を担う

出典）環境省資料 https://www.env.go.jp/recycle/circul/venous_industry/ja/history.pdf
公益財団法人日本生産性本部 コンサルティング部 エコ・マネジメント・センター 喜多川和典氏 からの提供資料を活用
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1954     1970 1993 2000    

清掃法 容器包装
リサイクル法

循環型社会基本法
自動車

リサイクル法
食品

リサイクル法

小型家電
リサイクル法

環境基本法

廃棄物処理法



日本の廃棄物区分

国有林内
保安林

692万ha
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一般廃棄物
（産業廃棄物以外）

廃棄物

産業廃棄物

特に有害な廃棄物
（特別管理一般廃棄物）

それ以外

処理責任＝市町村

処理責任＝事業者

排出者等
による
区分

• 日本の廃掃法はまず排出者が事業者かどうかといった要素によって一般廃
棄物と産業廃棄物に区分している

• 許可を有する者でなければいずれも収集・運搬、処分ができない規制と
なっている

出典）構成員において作成

収
集
・
運
搬
や
処
理
に
許
可
必
要

特に有害な廃棄物
（特別管理産業廃棄物）

それ以外
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区分 許可等の権限
一般廃棄物 業（収集運搬・処分）許可 市町村

施設許可 都道府県、政令市

特例認定 国

産業廃棄物 業（収集運搬・処分）許可 都道府県、政令市
施設許可 都道府県、政令市
特例認定 国

廃掃法の許可権限

出典）構成員において作成



廃掃法の廃棄物該当性の判断基準（総合判断説）
• 廃掃法の射程は「廃棄物」概念によって画されている
• 「廃棄物」の定義に関して最高裁の基準があるが、該否判断が明確な基準
ではない

廃掃法上の廃棄物の定義

廃棄物とは、ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃アルカリ、
動物の死体その他の汚物又は不要物であつて、固形状又は液状のもの(放射性物
質及びこれによつて汚染された物を除く。)(２条１項)

廃棄物の定義に関する判例（最二小決平成 11 年３月 10 日刑集 53 巻３号 339 頁）

自ら利用し又は他人に有償で譲渡することができないために事業者にとって不要
になった物をいい、これに該当するか否かは、その物の性状、排出の状況、通常
の取扱い形態、取引価値の有無及び事業者の意思等を総合的に勘案して決するの
が相当

出典）構成員において作成

国有林内
保安林

692万ha

判例は「その物の性状、保管・排出の状況、取引価値の有無、通常の取扱い形態等を検討し、さらにこ
のような客観的要素から見て、社会通念上合理的に認定しうる占有者の意思も加えて総合判断をし、生
活環境の保全及び公衆衛生の保持の観点から廃棄物として扱うべきか否かを個別・具体的に決する」と
いう学説に沿うものである

同判例調査官解説
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